
 

 

 

 

 

次  第 

１．開   会 

 

２．議  事 

（１）第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画の進捗について 

① 第９期計画における法定評価項目等の評価指標   資料１ ・・・ P１～ 

② 保険者機能強化推進交付金等の指標に係る進捗状況 資料２ ・・・ P４１～ 

 

（２）居所変更実態調査について 資料３ ・・・ P４６～ 

 

（３）在宅生活改善調査について 資料４ ・・・ P５１～ 

 

（４）鳥取県東部在宅医療介護スタッフを対象とした現状調査報告について 

                   （鳥取県東部医師会 在宅医療介護連携推進室） 

                            資料５ ・・・ P５６～ 

 

 

３．そ の 他 

 

 

４．閉  会 

 

 

令和８年度（第２回）鳥取市介護保険等推進委員会 
 

日時：令和８年８月２７日（木）１３：３０～１５：３０ 

場所：鳥取市役所本庁舎６階 会議室６－５～６－６ 

次回（第３回）開催予定 １０月２３日（金）１３：３０～ 市役所本庁舎会議室 



【鳥取市介護保険等推進委員会委員（任期：令和８年６月１日から令和１１年３月３１日）】 （順不同・敬称略）

推薦団体等 出席 氏名 備考

1 鳥取県老人福祉施設協議会 ○ 大橋　茂樹 会長

2 鳥取県老人保健施設協会 ○ 田中　彰 副会長

3 学識経験者（鳥取大学） ○ 竹川　俊夫 教授

4 学識経験者（鳥取大学） ○ 桑野　将司 教授

5 鳥取市社会福祉協議会 ○ 佐々木　隆也 事務局次長

6 鳥取市老人クラブ連合会 ○ 本城　英一 副会長

7 鳥取県小規模多機能型居宅介護事業所連絡会 〇 谷田　翔 事務局長

8 鳥取県介護支援専門員連絡協議会 ○ 宮田　隆平 東部支部理事

9 鳥取県東部医師会 ○ 橋本　渉 在宅医療介護連携推進室室長

10 鳥取県東部歯科医師会 ○ 山根　大樹 公衆衛生部員

11 鳥取県リハビリテーション専門職連絡協議会 × 安住　慎太郎 理事

12 鳥取県看護協会 × 植木　芳美 専務理事

13 鳥取県薬剤師会 清水　真弓 理事

14 認知症の人と家族の会鳥取県支部 ○ 本城　律惠 東部地区世話人

15 鳥取市社会福祉審議会老人福祉専門分科会 ○ 垣屋　稲二良 分科会長

16 鳥取市社会福祉審議会老人福祉専門分科会 ○ 山本　雅宏 副分科会長

17 鳥取市認知症本人大使「希望大使」 ○ 藤田　和子

○ 澤野　しのぶ ※パートナーとして参加

18 公募委員 ○ 有田　裕

19 公募委員 ○ 太田　惠子

【事務局】

出席 氏名

1 ○ 松本　縁

2 ○ 渡邉　聡

3 ○ 澤田　裕子

【説明課等】

出席 氏名

1 ○ 小森　毅彦

2 ○ 山形　孝史

3 ○ 梶　晶子

4 ○ 小森　里美

5 ○ 藤木　尚子

6 ○ 岡﨑　昌史

所属等

令和８年度　第２回鳥取市介護保険等推進委員会　名簿

所属等

福祉部次長兼長寿社会課長

長寿社会課課長補佐兼管理係長

長寿社会課管理係主任

長寿社会課介護保険係長

福祉部次長兼地域福祉課長

地域福祉課指導監査室長

保険年金課医療費適正化推進室長

鳥取市保健所健康づくり推進課健診推進室長

長寿社会課鳥取市中央包括支援センター所長



自立支援、介護予防・重度化防止

介護給付等費用適正化

【　基本理念　】

【基本方針１】
健康づくりと「リエイブルメント」により介護予防の実現

施策目標① 高齢者が自分の状態にあった方法で健康づくり、
介護予防に取組むことができる （※重点施策）

施策目標② フレイル等の状態が悪くなっても「リエイブル
メント」できる （※重点施策）

【基本方針２】
自己実現を可能にする環境づくり

施策目標③ 認知症や要介護状態になっても助け合って暮らし
続けることができる （※重点施策）

施策目標④ 意思決定が困難になってもその人らしい暮らしを
継続することができる （※重点施策）

施策目標⑤ 個人・専門職・地域等の困りごとを相談できる体
制ができている （※重点施策）

施策目標⑥ 地域活動が活発で社会参加がすすんでいる
（※重点施策）

【基本方針３】
未来にわたり持続可能な制度づくり

施策目標⑦ 必要とされる介護サービスが提供できる

施策目標⑧ 介護現場の業務が効率化及び改善され、介護人材
の確保・定着・育成ができている （※重点施策）

施策目標⑨ 介護サービスが適切に利用されている

施策目標⑩ 災害・感染症発生時でも継続してサービス提供が
できる

…

住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるまちづくり

  第９期計画では、基本理念と基本方針、施策目標を定め、その実現に向けて１０の施策を策定

  そのうち、介護保険法第１１７条で進捗管理が義務化された法定評価項目を含む施策

第９期計画における法定評価項目の評価指標

…
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策目標① 
高齢者が自分の状態にあった方法で健康づくり、介護予防に取組むこ

とができる 

 

１．現状と課題 

（１）国保特定健康診査 

 国保特定健康診査受診率は令和６年度までは上昇していたが、令和７年度は前年度

より微減となる見込み。引き続き、受診率向上のための取り組みを進めていくことが

必要。 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

令和６年度より全市域で事業を推進しているが、介入できている通いの場や対象者

はまだ限局的である。関係機関と連携し、取り組みを拡充していく必要がある。 

（３）介護予防出前講座 

 出前講座を活用する高齢者団体が固定化している傾向にあるため、新規団体へ周知

し、より多くの高齢者に介護予防に関する基本的な知識の普及啓発を行う。 

（４）国保特定保健指導 

 国保特定保健指導は実施率が伸び悩んでいるため、対象者が利用しやすい実施方法

を案内し、保健指導に繋げていくことが必要。 

２．第９期における具体的な取組 

（１）国保特定健康診査 

 ・未受診者を対象に通知や訪問、電話等で受診勧奨を行う。 

 ・医療機関等と連携・協力した健診及び啓発を実施する。 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

 健診・医療等の情報がない健康状態不明者へ訪問等による個別支援を実施する。 

 集団支援では、医療専門職が通いの場等へ積極的に関与し、多職種・多機関協働で

フレイル予防を中心とする健康教育・啓発を実施する。 

（３）介護予防出前講座 

 高齢者による自主的・継続的な介護予防活動を促進するため医療・介護専門職を派

遣し、講話・実技を実施する。 

（４）国保特定保健指導 

 ・委託機関と連携した利用勧奨・保健指導を行う。 

 ・対象者に合わせた特定保健指導を実施する。 
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３．目標（事業内容、指標等） 

（１）国保特定健康診査 

 ・国保特定健康診査受診率 令和７年度目標値 40.0％ 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

 ・後期高齢者医療保険の被保険者のうち、健診受診や医療受診を行わず健康状態が

把握できない者（健康状態不明者）の現状を実際に把握した人数 

  令和７年度目標値 70 人 

 ・医療専門職による通いの場等への積極的な関与によりフレイル予防の啓発を行っ

た数 

  令和７年度目標値 実施箇所数：55 箇所、参加者数：延 900 人 

（３）介護予防出前講座 

 ・主に高齢者を対象とした健康づくり講座を開催した回数及び延べ参加者数 

  令和７年度目標値 普及啓発回数：130 回、延参加者数：1,800 人 

（４）国保特定保健指導 

 ・国保特定保健指導実施率 令和７年度目標値 40.0％ 

４．目標の評価方法 

＜時点＞ 

 □ 中間見直しあり 

 ■ 実績評価のみ 

＜評価の方法＞ 

 ・法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

 ・その他の項目は自己評価を行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 
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年度 令和７年度 

 

（実績評価） 

１．実施内容 

（１）国保特定健康診査 

 令和７年度 実施率：36.7％（見込） 

 （参考：令和６年度 実施率：37.1％（法定報告）） 

 ・医療機関などの関係機関と連携し、定期的な受診を促すための広報活動を行った。 

 ・対象者全員に受診券を送付し、未受診者に対し受診勧奨通知を送付した。 

 ・経年未受診者に対し、訪問や電話による個別勧奨を実施した。 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

 ・後期高齢者医療保険の被保険者のうち、健診受診や医療受診を行わず健康状態が

把握できない者（健康状態不明者）の現状を実際に把握した人数 92 人 

 ・医療専門職による通いの場等への積極的な関与によりフレイル予防の啓発を行っ

た数 実施箇所数：80 箇所、参加者数：延 1,300 人 

（３）介護予防出前講座 

 ・主に高齢者を対象とした健康づくり講座を開催した回数及び延べ参加者数 

  普及啓発回数：163 回、延参加者数：2,557 人 

（４）国保特定保健指導 

 令和７年度 実施率：30.5％（見込） 

 （参考：令和６年度 実施率：25.2％（法定報告）） 

 利用者数：積極的支援 27 人 動機付支援 262 人（直営：261 人、委託：28 人） 

 ・対象者のニーズに合わせて集団指導と個別指導を実施した。 

２．自己評価結果 

（１）国保特定健康診査 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  目標値である 40.0％に達しなかった。 

 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  健康状態不明者への個別支援件数は増加し、通いの場等への集団支援実施箇所数

及び参加者数も増加し、目標を上回った。 
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（３）介護予防出前講座 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  出前講座の開催回数、延参加者数いずれも増加。地区公民館等での出前講座の開

催を通じて高齢者等へ介護予防に関する知識の普及啓発が図られた。 

（４）国保特定保健指導 

 ・評価 【 △ 】 

 ・評価の理由 

  目標値である 40.0％に達しなかった。 

３．課題と今後の取組 

（１）国保特定健康診査 

 ・医療機関などの関係機関と連携し、定期的な受診を促すための広報活動を行う。 

 ・みなし健診について、医療機関と連携した取組を行う。 

 ・未受診者に対し、通知、訪問、電話による個別勧奨等を実施する。 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

介入できている対象者や通いの場は少しずつ拡大してきている。引き続き関係機関・

団体との連携を強化し、取り組みを拡充していく。 

（３）介護予防出前講座 

新規団体の出前講座活用も少しずつ増えている。引き続き多機関・多職種で協働し

ながら普及啓発活動をさらに広く展開することで、介護予防の充実を図っていく。 

（４）国保特定保健指導 

 ・健診で抽出された対象者を保健指導につなげる利用勧奨を実施する。 

 ・委託機関と連携し利用しやすい体制づくりを行うとともに、生活実態を踏まえた

効果的な保健指導を実施する。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策目標② 
フレイル等の状態が悪くなっても「リエイブルメント」できる 

 

 

１．現状と課題 

（１）介護予防ケアマネジメント 

 地域包括支援センターにおいて介護予防ケアマネジメント業務を担っているが、要

支援者等の増加に伴う業務負担軽減のため、一部委託により実施している。 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

令和６年度より全市域で事業を推進しているが、介入できている対象者はまだ限局

的である。関係機関と連携し、取り組みを拡充していく必要がある。 

（３）短期集中予防サービス 

 要支援者及び事業対象者が要介護状態になることを予防するため、介護事業者への

委託によりサービスを実施しているが、利用者数は横ばいの状態が続いている。 

２．第９期における具体的な取組 

（１）介護予防ケアマネジメント 

 要支援者等に対して、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減も

しくは悪化の防止及び地域における自立した日常生活の支援を実施する。 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

フレイルリスク保有の対象者へ訪問等による個別支援を実施する。 

 

（３）短期集中予防サービス 

 要支援者等が自立した生活を継続して送れるように、短期集中での運動機能向上、

生活機能向上を目指した訓練を実施する。 

３．目標（事業内容、指標等） 

（１）介護予防ケアマネジメント 

 ・介護予防ケアマネジメントの実施数 令和７年度目標値 7,500 件 

 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

 ・保健事業と介護予防の一体的実施事業を通じて、低栄養等のフレイルリスクを有

する者への働きかけによって生活習慣改善等に向けた目標を設定することができ

た数 

  令和７年度目標値 130 人 
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（３）短期集中予防サービス 

 ・短期集中予防サービスを年度中に利用開始した（利用決定を受けた）人の数及び

プログラム中途で中断せず終了した人の数 

  令和７年度目標値 利用者数：40 人、修了者数：40 人 

 ・当該年度の新規要支援認定者に対する短期集中予防サービス利用者の割合 

  令和７年度目標値 3.3％（35 人／1050 人） 

 

４．目標の評価方法 

＜時点＞ 

 □ 中間見直しあり 

 ■ 実績評価のみ 

＜評価の方法＞ 

 ・法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

 ・その他の項目は自己評価を行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 
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年度 令和７年度 

 

（実績評価） 

１．実施内容 

（１）介護予防ケアマネジメント 

 ・介護予防ケアマネジメントの実施数 7,856 件（委託を含む） 

 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

 ・保健事業と介護予防の一体的実施事業を通じて、低栄養等のフレイルリスクを有

する者への働きかけによって生活習慣改善等に向けた目標を設定することができ

た数 175 人 

（３）短期集中予防サービス 

 ・短期集中予防サービスを年度中に利用開始した（利用決定を受けた）人の数及び

プログラム中途で中断せず終了した人の数 

  令和７年度実績 利用者数：40 人、修了者数：38 人 

 ・当該年度の新規要支援認定者に対する短期集中予防サービス利用者の割合 

  令和７年度実績 3.7％（40 人／1,072 人） 

 

２．自己評価結果 

（１）介護予防ケアマネジメント 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  要支援者等に対して、介護予防及び日常生活支援を目的としたサービスが包括的

かつ継続的に提供されるよう、介護予防ケアマネジメントを実施し、数値目標も上

回る実績となった。 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  介入対象者の拡大を行い、一部事業委託も行うことで目標を上回る支援者数とな

った。 

（３）短期集中予防サービス 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  令和 5 年度から利用者数は減少傾向だったが、令和 7 年度は横ばいとなった。事

業所数の増加による影響が大きく、令和 6 年度に利用がなかった包括の利用もあっ

た。 
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３．課題と今後の取組 

（１）介護予防ケアマネジメント 

 要支援者等に対して、地域における自立した日常生活の支援を行うため、直営もし

くは外部委託により介護予防ケアマネジメントを実施する。 

（２）保健事業と介護予防の一体的実施事業 

 引き続き効率的・効果的に事業を推進できる体制を整えると共に、対象者が主体的

に取り組める個別性に応じた提案や個別目標の設定による効果的支援を目指す。 

（３）短期集中予防サービス 

 利用する包括や実施する事業所が固定化している傾向にあるため、制度の周知や理

解を深めてもらえる機会を増やしていく。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策目標③ 
認知症や要介護状態になっても助け合って暮らし続けることができる 

 

 

１．現状と課題 

（１）介護支援ボランティア 

 高齢者がボランティア活動を通じて地域貢献や社会参加をすることを奨励・支援し、

介護予防を推進する。 

（２）ファミリー・サポート・センター 

 簡易な家事等の手助けが必要な方の身体的・精神的負担の軽減を図るために、援助

を受けたい人と援助を行いたい人のマッチングを実施する。 

（３）サービス付き高齢者向け住宅の立入検査 

 高齢者の身体状況・環境や経済状況などの多様な状態やニーズに応じた施設・住宅

の確保が必要とされており、同施設の適切な運営が求められる。 

（４）有料老人ホームの立入検査 

 一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦世帯等が安心に暮らすことができる住まいの確保

が必要とされており、同施設の適切な運営が求められる。 

（５）認知症に関する普及啓発 

 認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深めるため、「新し

い認知症観」に立ち、認知症の本人の声を起点とした各種普及啓発を実施する。 

（６）認知症初期集中支援チーム 

 認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続け

られるよう、認知症の早期診断・早期対応を実施するとともに、各日常生活圏域にお

いて認知症の人の暮らしを支えるネットワークを構築・活用する。 

（７）認知症高齢者等やすらぎ支援員 

やすらぎ支援員を派遣し、介護者の負担軽減を図るとともに認知症高齢者を地域・

社会へとつなぐ。 

（８）寝具丸洗い乾燥消毒サービス 

 住み慣れた地域において、心身ともに健康の保持を図るため、寝具丸洗い・乾燥・

消毒を実施する。 

（９）日常生活用具購入助成サービス 

 認知症などによる高齢者の火の管理に対する不安軽減と火災発生時の早期発見・早

期対応を図るための家庭内機器の充実を図り、高齢者の安全・安心を確保する。 
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（10）軽度家事援助サービス 

 急な病気や骨折等により、生活機能が低下した者に援助員を派遣し、軽易な家事援

助サービスを提供し、在宅生活の継続を支援する。 

（11）家族介護用品購入費助成 

 在宅で暮らす要介護者を介護する家族への経済的支援のため、介護用品の購入助成

を実施している。 

（12）家族介護慰労金 

 介護保険サービスを利用せず、要介護高齢者を在宅で介護する家族に慰労金を支給

する。 

（13）認知症カフェ 

 認知症になってからも住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができるよ

う、認知症の本人や家族、専門職、地域住民等誰もが気軽に集い相互交流や情報交換

ができる場の運営支援を行う。 

（14）鳥取市認知症施策推進計画 

 共生社会の実現を推進するための認知症基本法に基づき、認知症本人や家族等の意

見を聴きながら早期の策定に向けた検討を行うとともに、策定後は本計画に基づいて

認知症施策を推進する。 

（15）チームオレンジ 

 認知症の本人が住み慣れた地域で、自分の思いや希望を伝えながら、自分の力を活

かして社会の一員としてチャレンジすることに寄与する活動を推進する。 

２．第９期における具体的な取組 

（１）介護支援ボランティア 

 ボランティアに参加したい高齢者に登録してもらい、介護施設等での活動を通して

地域貢献と社会参加を推進する。 

（２）ファミリー・サポート・センター 

 軽微な援助を受けたい人と援助を行いたい人に会員登録してもらい、地域の助け合

いの基盤づくりを実施する。 

（３）サービス付き高齢者向け住宅の立入検査 

 有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅について、適切な運営が行

われるよう立入調査を行う。 

（４）有料老人ホームの立入検査 

 有料老人ホームについて、適切な運営が行われるよう立入調査を行う。 

 

（５）認知症に関する普及啓発 

 認知症フォーラムの開催、認知症月間をはじめとした多様な機会を捉えた広報を行

うとともに、認知症地域支援推進員が各圏域の実情に応じた普及啓発に取り組む。 
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（６）認知症初期集中支援チーム 

 認知症の人やその家族に早期にかかわる認知症初期集中支援チームを配置し、事業

の広報・普及啓発及び初期集中支援を行う。 

 

（７）認知症高齢者等やすらぎ支援員 

 やすらぎ支援員を派遣し、認知症高齢者を在宅で介護する家族の負担を軽減する。 

 

（８）寝具丸洗い乾燥消毒サービス 

 要介護認定を受けた高齢者の寝具（掛布団、敷布団、毛布）丸洗い・乾燥・消毒を

実施する。 

（９）日常生活用具購入助成サービス 

 認知症又は身体機能低下等により火の管理に不安を抱える高齢者に対し、「電磁調理

器」「自動消火器」を購入する費用の一部を助成する。 

（10）軽度家事援助サービス 

 軽易な日常生活上の援助が必要になった高齢者に、軽度家事援助員を派遣する。 

 

（11）家族介護用品購入費助成 

 要介護４または５と認定された要介護者を同居で介護する家族に対し、介護用品購

入に使えるクーポン券を支給する。年間支給限度額 75,000 円を年 3 回に分けて交

付する。 

（12）家族介護慰労金 

 要介護 4 または５と認定された要介護者を、過去１年間介護保険サービスを利用せ

ず同居で介護してきた家族に対し、年１０万円を支給する。 

 

（13）認知症カフェ 

認知症カフェを運営する団体又は個人から申請があった場合に運営補助金を交付す

る。また、各認知症カフェの実情に応じて、認知症地域支援推進員と連携しながら運

営支援を行う。 

（14）鳥取市認知症施策推進計画 

 認知症の本人および本人の暮らしに関わる多様な立場の者の参画のもと、計画策定

ワーキンググループを設置し検討を行う。策定後は、本計画の内容を踏まえて各種取

組を推進する。 

（15）チームオレンジ 

 認知症サポーター養成講座及び認知症サポーターステップアップ講座の実施、鳥取

市チームオレンジの立ち上げ支援、及び活動の把握や助言を行う。 
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３．目標（事業内容、指標等） 

（１）介護支援ボランティア 

 ・福祉事業所等でボランティア活動を行うため、介護ボランティア制度に登録して

いる人数 令和７年度目標値 1３０人 

 

（２）ファミリー・サポート・センター 

 ・鳥取市ファミリー・サポート・センターの登録会員数、支援回数及び依頼会員の

依頼を協力会員が引き受けた割合 

  令和７年度目標値 登録会員数：750 人（協力会員：200 人、依頼会員：550） 

           支援回数：延べ 6,500 回 

           マッチング率：55％ 

（３）サービス付き高齢者向け住宅の立入検査 

 ・立入検査等実施要綱に基づき、有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向

け住宅の事業者を対象として、当該年度間に立入検査を実施した件数。 

  ※立入検査は３年に１回実施。 

  令和７年度目標値（実績値）４件 

（４）有料老人ホームの立入検査 

 ・立入検査等実施要綱に基づき、有料老人ホームの事業者を対象として、当該年度

間に立入検査を実施した件数。 

  ※立入検査は３年に１回実施 

  令和７年度目標値（実績値）５件 

（５）認知症に関する普及啓発 

 ・当該年度間に認知症に関する普及啓発を実施した回数及び対象人数。 

  ※不特定多数を対象とする普及啓発は、実施回数と内容を記載。 

 令和７年度目標値 啓発回数：50 回、参加人数：延 1,200 名 

（６）認知症初期集中支援チーム 

 ・各地域包括支援センターに設置された認知症初期集中支援チームが支援した 

人の数 

令和７年度目標値 支援対象者数：25 名（うち新規支援対象者数：20 名） 

（７）認知症高齢者等やすらぎ支援員 

 ・認知症高齢者等を介護する家族に休息を取ってもらうため、やすらぎ支援員派遣

を利用した人数  

令和７年度目標値 延 130 人 

（８）寝具丸洗い乾燥消毒サービス 

 ・寝具丸洗い乾燥消毒サービスを利用した人数 令和７年度目標値 50 人 
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（９）日常生活用具購入助成サービス 

 ・IH 調理器や自動消火器の購入助成を行った人数 令和７年度目標値 5 人 

 

（10）軽度家事援助サービス 

 ・突発的なケガ等で家事ができなくなった方へ家事援助サービスを実施した人数 

  令和７年度目標値 1 人 

（11）家族介護用品購入費助成 

 ・紙おむつ等の介護用品の助成を行った人数 令和７年度目標値 １００人 

 

（12）家族介護慰労金 

 ・要介護 4 及び 5 の要介護者を 1 年間介護サービスを利用せず家族介護された方

へ慰労金を支給した人数 令和７年度目標値 １人 

（13）認知症カフェ 

 ・当該年度に開催した鳥取市内の認知症カフェの開催回数及び認知症本人の 

参加回数 令和７年度目標値 開催回数：70 回 

              認知症本人の参加回数：50 回 

（14）鳥取市認知症施策推進計画 

 ・取組状況の報告 

 

（15）チームオレンジ 

 ・チームオレンジの新規立ち上げ 

  令和７年度 ０件 

４．目標の評価方法 

＜時点＞ 

 □ 中間見直しあり 

 ■ 実績評価のみ 

＜評価の方法＞ 

 ・法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

 ・その他の項目は自己評価を行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 

 

 

 

 

14



年度 令和７年度 

 

（実績評価） 

１．実施内容 

（１）介護支援ボランティア 

 介護ボランティア登録人数 139 人 

（２）ファミリー・サポート・センター 

 依頼会員：432 人    

協力会員：129 人 

 活動件数：3,664 件  

内容別活動回数：5,332 回 

（３）サービス付き高齢者向け住宅の立入検査 

 令和７年度目標値（実績値）４件 

（４）有料老人ホームの立入検査 

 令和７年度目標値（実績値）５件 

（５）認知症に関する普及啓発 

 啓発回数 59 回、参加人数：延 1,462 名 

（６）認知症初期集中支援チーム 

 支援対象者数 31 人（内新規 15 人） 

（７）認知症高齢者等やすらぎ支援員 

 やすらぎ支援員派遣を利用した人数 延 110 人 

（８）寝具丸洗い乾燥消毒サービス 

 寝具丸洗い乾燥消毒サービスを利用した人数 3２人 

（９）日常生活用具購入助成サービス 

 IH 調理器や自動消火器の購入助成を行った人数 5 人 

（10）軽度家事援助サービス 

 サービス利用者数 0 人 

（11）家族介護用品購入費助成 

 紙おむつ等の介護用品の助成を行った人数 １０１人 

（12）家族介護慰労金 

 慰労金を支給した人数 １人 
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（13）認知症カフェ 

開催回数：49 回 認知症本人の参加回数：21 回 

（14）鳥取市認知症施策推進基本計画 

 「新しい認知症観」の理解と実践につながるよう、全市および各圏域において普及

啓発の実施や、認知症の本人と介護事業所・事業等との対話に取り組んだ。また、認

知症の本人および本人の暮らしに関わる多様な立場の者の参画のもと認知症施策推進

ワーキンググループを開催し、計画に基づく取組状況の共有と評価、さらなる推進の

ための提案について検討。 

（15）チームオレンジ 

 認知症ステップアップ講座開講に向け、地域の中で認知症の人やその家族のニーズ

に合った具体的な支援を行えるよう、事業の啓発や助言などの後方支援を行った。 

２．自己評価結果 

（１）介護支援ボランティア 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  ボランティア登録者数の増加 

（２）ファミリー・サポート・センター 

 ・評価 【 △ 】 

 ・評価の理由 

  依頼会員・協力会員数及び活動回数の減少 

（３）サービス付き高齢者向け住宅の立入検査 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  当初計画どおり、立入調査を実施することができ、適切な運営指導を行うことが

できた。 

（４）有料老人ホームの立入検査 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  当初計画どおり、立入調査を実施することができ、適切な運営指導を行うことが

できた。 

（５）認知症に関する普及啓発 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  啓発回数および参加者数の増加 
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（６）認知症初期集中支援チーム 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  支援対象者数、会議実施回数の増加 

（７）認知症高齢者等やすらぎ支援員 

 ・評価 【 △ 】 

 ・評価の理由 

  やすらぎ支援員派遣を利用した人数の減少 

（８）寝具丸洗い乾燥消毒サービス 

 ・評価 【 △ 】 

 ・評価の理由 

  寝具丸洗い乾燥消毒サービス利用人数の減少 

（９）日常生活用具購入助成サービス 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  火の管理に対する不安軽減が図られた。 

（10）軽度家事援助サービス 

 ・評価 【 △ 】 

 ・評価の理由 

  軽度家事援助サービス利用人数の減少 

（11）家族介護用品購入費助成 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  介護用品の購入費助成により、在宅介護者への経済的負担を軽減できた。 

（12）家族介護慰労金 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  慰労金の支給により、在宅介護者への経済的支援を実施できた。 

（13）認知症カフェ 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  認知症の本人が参加し、本人の声をもとにカフェの運営支援に取り組んだ。 
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（14）鳥取市認知症施策推進計画 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  計画に基づき、各圏域で認知症の本人の声を起点に多様な立場の者と普及啓発・ 

対話等に取り組んだことで「新しい認知症観」が浸透しつつある。 

（15）チームオレンジ 

 ・評価 【 △ 】 

 ・評価の理由 

  チームオレンジ立ち上げができなかった。 

３．課題と今後の取組 

（１）介護支援ボランティア 

 登録者数を増やすだけではなく、実際に活動する人数・活動施設数の増加を目指し、

広報等を通して当事業の周知を図る。 

（２）ファミリー・サポート・センター 

 登録依頼会員・協力会員共に高齢化が進み退会する会員が増加する一方、新規登録

者数は減少している。協力会員の新規確保に向けた周知ルートの多様化を図る。 

（３）サービス付き高齢者向け住宅の立入検査 

 サービス付き高齢者向け住宅に対して立入検査を実施し、サービスの質の確保及び

保険給付の適正化を図る。 

（４）有料老人ホームの立入検査 

 有料老人ホームに対して立入検査を実施し、サービスの質の確保及び保険給付の適

正化を図る。 

（５）認知症に関する普及啓発 

 すべての市民が「新しい認知症観」の実感的理解を深められるよう、各圏域の実情

に応じて、認知症の本人の声を起点とした普及啓発に取り組む。 

（６）認知症初期集中支援チーム 

 認知症の早期診断とともに、認知症の人の暮らしを支えるネットワークをさらなる

に構築・活用を行う。 

（７）認知症高齢者等やすらぎ支援員 

 やすらぎ支援員と利用者数の固定化。実派遣者数と実利用者数の拡大に向けた取り

組みが必要である。 

（８）寝具丸洗い乾燥消毒サービス 

 実施可能事業者の整理を行うとともに、事業ニーズを把握して事業内容を検討する。 

（９）日常生活用具購入助成サービス 

 対象品目の見直しを検討していきたい。 
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（10）軽度家事援助サービス 

 利用希望者の身体状況に合わせ、適切な家事援助サービスを実施していきたい。 

 

（11）家族介護用品購入費助成 

 対象者・対象品目の見直しを検討していきたい。 

 

（12）家族介護慰労金 

 慰労金を支給し、在宅介護者への支援を実施する。 

 

（13）認知症カフェ 

 認知症の本人の参加が進むよう、認知症地域支援推進員と連携しながら各認知症カ

フェの実情に応じて運営支援を行う。 

（14）鳥取市認知症施策推進計画 

 「新しい認知症観」の実感的理解のための多様な学びの場の提供・情報発信や、認

知症地域支援推進員が「各地域で具体的なアクションを考え、実践する」ことに向け

た働きかけを行うとともに、全市および各圏域にて計画に基づいた取組を評価・検証

する。 

（15）チームオレンジ 

 認知症サポーターステップアップ講座を受講した認知症サポーター等が支援者チー

ムを作り、地域の中で認知症の人やその家族のニーズに合った具体的な支援を行える

よう、事業の啓発や助言などの後方支援を行う。 

 

19



 

取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策目標④ 
意思決定が困難になってもその人らしい暮らしを継続することができ

る 

 

１．現状と課題 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

高齢者人口の増加に伴い、要介護状態になる人や認知機能が低下する人がますます

増加することが予想される中、もしものときのために、人生の最終段階における医療

や介護について、あらかじめ話し合い、また繰り返し話し合うことの必要性を市民に

啓発していく必要がある。 

（２）成年後見制度利用促進 

○高齢化の進行とともに、認知症等により判断能力が不十分な人が増加しています。 

○法律行為における意思決定が困難な高齢者に対し、成年後見人等がその判断を補い、 

その人の生命や財産を擁護する体制の充実が求められています。 

２．第９期における具体的な取組 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング：人生会議）についての市民への情報提

供、寸劇動画を活用した住民啓発学習会を開催する。また、医療や福祉の関係者向け

のＡＣＰに関する研修等を実施する。 

（２）成年後見制度利用促進 

 とっとり東部権利擁護支援センターを中核機関として委託、成年後見制度利用支援

事業（申立費用、後見人等報酬助成）、市長による法定後見の開始の審判の申立てに取

り組みます。 

３．目標（事業内容、指標等） 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

 ・在宅医療・介護連携推進やＡＣＰに係る住民啓発の開催数・参加者数 

  令和７年度目標値 普及啓発回数：40 回、参加者数：600 名 

（２）成年後見制度利用促進 

 ・中核機関を受託する一般社団法人とっとり東部権利擁護支援センター（アドサポ

センターとっとり）が受付した鳥取市民に関する相談の件数 

  令和７年度目標値 ６９３件 

 ・市民後見人養成講座を受講し、市民後見人候補者名簿に登録した人数 

  令和７年度目標値 ４３人 
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４．目標の評価方法 

＜時点＞ 

 □ 中間見直しあり 

 ■ 実績評価のみ 

＜評価の方法＞ 

 ・法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

 ・その他の項目は自己評価を行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 
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年度 令和７年度 

 

（実績評価） 

１．実施内容 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

○ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の住民啓発学習会 

  ３４回開催 参加者延べ ７６１名（県東部圏域実績） 

（２）成年後見制度利用促進 

○県、東部３町とも連携して、とっとり東部権利擁護支援センターへの運営支援を行

いました。 

区 分 単 位 R4 年度 R5 年度 R６年度 R７年度 

センター運営実績      

 延べ相談件数 件 1550 511 872 760 

法人後見受任件数 件 86 88 86 93 

○成年後見人制度利用支援事業及び市長による法定後見の開始の審判の申立てを実施

しました。 

区 分 単 位 R4 年度 R5 年度 R６年度 R７年度 

成年後見制度利用支援事業実績      

 申立費用助成 件 41 34 23 35 

後見人等報酬助成 件 97 92 98 102 

市長申立 件 34 31 17 27 

  

２．自己評価結果 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  住民啓発の開催数・参加者数については昨年度の実績より増加し、目標値より多

くの参加者へ啓発活動をすることができた。 

（２）成年後見制度利用促進 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  とっとり東部権利擁護支援センターを中核機関として委託、成年後見制度利用支

援事業（申立費用、後見人等報酬助成）、市長による法定後見の開始の審判の申立

てに取り組んだ。 

  市民後見人を養成し、市民後見候補者育成を行った。 
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３．課題と今後の取組 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

高齢者の子ども世代等幅広い年齢層への啓発が不足しているのが課題であり、啓発

にあたっては、地域保健等他部門との連携など効果的な啓発を促進する必要がある。

今後も、ACP ノート、寸劇ＤＶＤ、地域包括ケアや地域共生社会のパンフレット等を

活用し、住民啓発学習会を継続開催する。 

 

（２）成年後見制度利用促進 

○さらなる候補者育成を行うとともに、市民後見人の受任を進めていく取組みを行い

ます。市民後見人のマッチング方法の見直し等課題改善のために関係機関との協議を

行います。 

○次年度以降も、とっとり東部権利擁護支援センターへの地域連携ネットワークの中

核機関の運営委託、成年後見制度利用支援事業、市長による法定後見の開始の審判の

申立てに取り組み、成年後見制度の利用を促進します。 

○さらに、弁護士、司法書士、社会福祉士、行政書士、法人後見受任団体で構成され

る「受任調整会議」を行い、適切な後見人候補者の選定を行います。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策目標⑤ 
個人・専門職・地域等の困りごとを相談できる体制ができている 

 

 

１．現状と課題 

（１）地域住民や団体、専門職との連携 

 地域包括支援センターが、地域住民や団体等が行う会に参加しているが、どのよう

に連携を図っていくか、ネットワークの構築が課題となっている。 

（２）個別事例に関する会議 

 支援が必要な方が増えてきており、対応に苦慮している。 

 

（３）地域リハビリテーション活動支援事業 

 鳥取市の高齢者の自立支援、介護予防、重度化防止のため、介護支援専門員など介

護保険サービスに関わる専門職の資質の向上が必要。 

（４）地域ケア会議等 

 鳥取市の高齢者の個別課題の改善・解決、地域に共通する課題の把握、改善・解決

が必要。 

（５）地域の困りごとを話し合う仕組み 

 地域住民と地域の中で起きている困りごと等について話し合う場の設置に向け取り

組んでいるが、設置が進まない。また、設置している地域においても、課題の解決に

向けた取り組みが進んでいない現状がある。 

２．第９期における具体的な取組 

（１）地域住民や団体、専門職との連携 

 地域住民や団体、専門職と連携し、地域で抱えている困りごとを共有する。 

 

（２）個別事例に関する会議 

 個別事例の解決・検討を行う支援困難型地域ケア会議を開催する。 

 

（３）地域リハビリテーション活動支援事業 

 介護支援専門員など介護保険サービスに関わる専門職の資質の向上のためリハビリ

テーション専門職などの医療専門職がアセスメントや支援計画に対して助言を行う。 

（４）地域ケア会議等 

 医療、介護等の多職種が協働して高齢者の個別課題や地域に共通した課題について

解決・改善できる方法などについて検討を行う。 
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（５）地域の困りごとを話し合う仕組み 

 地域住民と地域課題や個別ケースを中心に話し合いを行う協議体の設置をすすめ、

話し合いを行う。 

３．目標（事業内容、指標等） 

（１）地域住民や団体、専門職との連携 

 ・各地域包括支援センターが地域等との連携を図った回数 

  令和７年度  指標なし 

（２）個別事例に関する会議 

 ・個別事例の解決・検討を行う会議の開催件数。 

  ※支援困難型地域ケア会議や支援者会議など 

  令和７年度目標値 支援困難型地域ケア会議：40 回 

（３）地域リハビリテーション活動支援事業 

 ・個人宅または事業所において、専門職によるアセスメントや本人、家族、事業所

職員への個別指導などを実施した件数 

  令和７年度目標値 200 件 

（４）地域ケア会議等 

 ・個別ケース会議（自立支援型地域ケア会議及び短期集中予防サービス終了前会議

等）での検討数及び個別ケースの検討を行わない地域課題検討等のための回の開

催数 

  令和７年度目標値 地域ケア個別会議：60 ケース 

           短期集中予防サービス終了前会議実施数：35 件 

           地域ケア推進会議：1 回 

（５）地域の困りごとを話し合う仕組み 

 ・地域の中で地域課題や個別ケースを中心に地域住民と話し合った地区・団体数 

  令和７年度目標値 協議体数：10 地域 

           地域活動について協議する場：１６ヶ所 

４．目標の評価方法 

＜時点＞ 

 □ 中間見直しあり 

 ■ 実績評価のみ 

＜評価の方法＞ 

 ・法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

 ・その他の項目は自己評価を行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 
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年度 令和７年度 

 

（実績評価） 

１．実施内容 

（１）地域住民や団体、専門職との連携 

 民生委員や圏域研修等の会に参加し、地域住民や専門職との連携を図った。 

（２）個別事例に関する会議 

 支援困難型地域ケア会議：18 回 

（３）地域リハビリテーション活動支援事業 

 専門職を派遣した件数：240 件 

（４）地域ケア会議等 

 地域ケア個別会議で検討したケース数：84 件 

短期集中予防サービス終了前会議実施数：33 件 

（５）地域の困りごとを話し合う仕組み 

 協議体数：16 ヶ所 

２．自己評価結果 

（１）地域住民や団体、専門職との連携 

 ・評価 【 × 】 

 ・評価の理由 

  地域住民や団体、専門職との連携を図る会の開催回数を把握できていない。 

（２）個別事例に関する会議 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  支援困難型地域ケア会議を多く開催することができた。 

（３）地域リハビリテーション活動支援事業 

 ・評価 【 ◎ 】 

 ・評価の理由 

  アセスメント支援等で多くの介護支援専門員等と協働し、効果的な介護予防及び

介護保険サービスの提供を促進した。 

（４）地域ケア会議等 

 ・評価 【 〇 】 

 ・評価の理由 

  ケースを通じて個別の課題について検討することができた。 
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（５）地域の困りごとを話し合う仕組み 

 ・評価 【 △ 】 

 ・評価の理由 

  関係機関等で検討する場の設置は実施しているが、地域住民主導や関係機関との

協働という形は少ないことが課題である。 

３．課題と今後の取組 

（１）地域住民や団体、専門職との連携 

 地域包括支援センターが参加する地域住民や団体、専門職との連携を図る会はどの

ようなものがあるか把握する必要がある。 

（２）個別事例に関する会議 

 地域課題の把握のため個別事例の検討を積極的に進める必要がある。 

 

（３）地域リハビリテーション活動支援事業 

 専門職の事業目的への理解を促進し、積極的な利用につなげていく。 

（４）地域ケア会議等 

 定例的に開催する地域ケア会議を効果的・効率的に実施できるよう伴走支援し、ケ

ア会議など地域の話し合いの場により、解決すべき地域課題を把握、共有し、改善に

向けた協議が必要。 

（５）地域の困りごとを話し合う仕組み 

 地域支え合い推進員（生活支援コーディネーター）と連携し、協議体や地域活動に

ついて協議する場の設置を進めていく。併せて住民主体の運営を実施・継続していく

ために地域の担い手を確保する。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策目標⑥ 
地域活動が活発で社会参加がすすんでいる 

 

 

１．現状と課題 

（１）通いの場 

 高齢者が要支援・要介護状態になることを予防し、住み慣れた地域で暮らし続ける

ことができるよう、住民主体の通いの場（高齢者が気軽に集まれるサロン）の開設・

運営を支援し、高齢者の社会参加活動を通じて介護予防を推進する。 

（２）シルバー人材センター 

 シルバー人材センターの軽度家事援助員が、軽易な日常生活上の援助を行い、在宅

生活の継続を支援する。 

（３）地域支え合い推進員 

 地域支え合い推進員（生活支援コーディネーター）を継続して配置し、地域の生活

支援サービス提供の担い手の育成や事業の立ち上げ支援を実施する。 

（４）公共交通機関等利用助成事業 

 高齢者の社会参加と生きがいづくりの推進、地区公民館を拠点に活動している団体

の地域活動や研修会等に参加する機会の拡大を図るため、公共交通機関等利用助成事

業を実施する。 

２．第９期における具体的な取組 

（１）通いの場 

 住民主体の通いの場の開設・運営を推進するため、１年目・２年目のサロンに補助

金を交付し、サロンの継続開催を図る。 

（２）シルバー人材センター 

 病気や骨折等により、一時的に生活機能が低下した者に対し援助員を派遣し、家事

援助サービスを提供する。 

（３）地域支え合い推進員 

 継続して地域のニーズや課題について話し合う場である協議体の設置に取り組むと

ともに、今ある会議体への住民参加や関係機関との連携を推進する。 

（４）公共交通機関利用助成事業 

 高齢者団体などの地域活動や研修会等に参加する機会の拡大を図るため、民間バス

の借上げ費用を助成する。 
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３．目標（事業内容、指標等） 

（１）通いの場 

 ・高齢者サロンとして把握している通いの場への参加者数 

  令和７年度目標値 延 90,000 人 

 

（２）シルバー人材センター 

 ・シルバー人材センターへ登録している会員数 

  令和７年度目標値 ７2０人 

 

（３）地域支え合い推進員 

 ・地域支え合い推進員（生活支援コーディネーター、略称 SC）の配置状況 

  令和７年度目標値 第１層担当 SC：２名、第２層担当 SC：６名 

 

（４）公共交通機関利用助成事業 

 ・高齢者団体等が教養講座や研修等に参加するため、バスを借上げた際にかかった

費用の一部を助成した件数 令和７年度目標値 160 件 

 

４．目標の評価方法 

＜時点＞ 

 □ 中間見直しあり 

 ■ 実績評価のみ 

＜評価の方法＞ 

 ・法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

 ・その他の項目は自己評価を行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 
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年度 令和７年度 

 

（実績評価） 

１．実施内容 

（１）通いの場 

 ・高齢者サロンとして把握している通いの場への参加者数 

  令和７年度実績 延 93,207 人 

（２）シルバー人材センター 

 ・シルバー人材センターへ登録している会員数 716 人 

（３）地域支え合い推進員 

 ・地域支え合い推進員（生活支援コーディネーター、略称 SC）の配置状況 

  令和７年度実績 第１層担当 SC：1 名、第２層担当 SC：7 名 

（４）公共交通機関利用助成事業 

 ・高齢者団体等が教養講座や研修等に参加するため、バスを借上げた際にかかった

費用の一部を助成した件数 1６９件 

２．自己評価結果 

（１）通いの場 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  新規開設サロンの増加 

（２）シルバー人材センター 

 ・評価 【 × 】 

 ・評価の理由 

  利用者数の減少 

（３）地域支え合い推進員 

 ・評価 【 △ 】 

 ・評価の理由 

  地域の通いの場、協議体の設置等を目指し担当地区で活動しているが、具体的な

成果はでていない。 

（４）公共交通機関等利用助成事業 

 ・評価 【 〇 】 

 ・評価の理由 

  公共交通機関等利用助成した件数の増加。 
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３．課題と今後の取組 

（１）通いの場 

 新規サロン申請が増加する一方、中止・解散するサロンもあるため、サロンの立ち

上げ支援だけではなく、継続的な運営を支援していく。 

（２）シルバー人材センター 

 利用者の身体的状況に合わせて、求められる家事援助サービスを提供する。 

 

（３）地域支え合い推進員 

 地域支え合い推進員（生活支援コーディネーター）と情報共有をしながら現状の確

認をし、活動方向性の見直しや役割の明確化を図る。 

（４）公共交通機関利用助成事業 

 引き続き多様な活動を支援するために公共交通機関等利用助成事業を行い、高齢者

の社会参加と生きがいづくりを促進することにより、引きこもりの防止等介護予防、

健康寿命の延伸を図る。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策目標⑦ 
必要とされる介護サービスが提供できる 

  

 

１．現状と課題 

（１）事業所定員に対する稼働状況 

（令和 4 年度） 

小規模多機能（看護小規模多機能含む）：73.8％ 

 特定施設入居者生活介護：96.4％ 

 地域密着型特定施設入居者生活介護：93.6％ 

 認知症対応型共同生活介護：97.6％ 

（２）小規模多機能型居宅介護事業所の整備状況 

 地域の介護の拠点となる小規模多機能型居宅介護の整備が進み、地域に向けて開か

れている。 

（３）認知症高齢者グループホームの整備状況 

 計画した認知症高齢者グループホームの整備が進んでいる。 

２．第９期における具体的な取組 

（１）事業所定員に対する稼働状況 

 待機者解消に向け、公募により介護サービス事業者を選定している。 

（２）小規模多機能型居宅介護事業所の整備状況 

 気高地区 1 施設 29 人分の介護サービス事業者を公募している。 

（３）認知症高齢者グループホームの整備状況 

 計 6 ユニット 54 人分の介護サービス事業者を公募している。うち、4 ユニット 36

人分は令和 6 年度に選定済み。令和 7 年度には 1 ユニット（7 人分のみ）を選定し

た。 

３．目標（事業内容、指標等） 

（１）事業所定員に対する稼働状況 

 ※指標（目標値）は定めていない。 

（２）小規模多機能型居宅介護事業所の整備状況 

 ・計画に位置付けている小規模多機能型居宅介護の整備の進捗状況 

  令和７年度目標値 1 施設の選定 
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（３）認知症高齢者グループホームの整備状況 

 ・計画に位置付けている認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護）

の整備の進捗状況 

  令和７年度目標値 残り 2 ユニットの選定 

４．目標の評価方法 

＜時点＞ 

 □ 中間見直しあり 

 ■ 実績評価のみ 

＜評価の方法＞ 

 ・法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

 ・その他の項目は自己評価を行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 
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年度 令和７年度 

（実績評価） 

１．実施内容 

（１）事業所定員に対する稼働状況 

 介護保険事業計画・高齢者福祉計画の見直しの際に調査する予定。 

 

（２）小規模多機能型居宅介護事業所の整備状況 

 介護サービス事業者の公募に対する応募なし。 

 

（３）認知症高齢者グループホームの整備状況 

 １ユニット７人分の公募があり、選定された。 

 

２．自己評価結果 

（１）事業所定員に対する稼働状況 

 ・評価 【 － 】 

 ・評価の理由 

  指標（目標値）は定めていないため。 

（２）小規模多機能型居宅介護事業所の整備状況 

 ・評価 【 △ 】 

 ・評価の理由 

  応募がなく、状況が変わっていないため。 

（３）認知症高齢者グループホームの整備状況 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  整備計画が順調に進んでいるため。 

３．課題と今後の取組 

（１）事業所定員に対する稼働状況 

 実態を把握し、計画的に整備していく。 

 

（２）小規模多機能型居宅介護事業所の整備状況 

 実態を把握し、計画的に整備していく。 

 

（３）認知症高齢者グループホームの整備状況 

 実態を把握し、計画的に整備していく。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策目標⑧ 
介護現場の業務が効率化及び改善され、介護人材の確保・定着・育成

ができている 

 

１．現状と課題 

（１）処遇改善加算の要件周知 

 介護人材の確保・定着に向けて、従業者の現在の賃金条件を改善させるため、処遇

改善加算を介護事業者が取得できるよう支援が求められている。 

 

（２）介護ロボットや ICT 機器の導入支援 

 鳥取市地域医療介護総合確保基金事業補助金により、介護ロボット及び ICT 機器の

導入を支援している。 

 

２．第９期における具体的な取組 

（１）処遇改善加算の要件周知 

 集団指導を通じた、処遇改善加算の要件周知に努める。 

 

 

（２）介護ロボットや ICT 機器の導入支援 

 鳥取市地域医療介護総合確保基金事業補助金により導入を支援する。 

 

 

３．目標（事業内容、指標等） 

（１）処遇改善加算の要件周知 

 ・指導・監査実施要綱に基づき、介護サービス事業者等を対象として、当該年度間

に集団指導を通じた制度周知や取得支援を実施した回数 

  令和７年度目標値 １回（実績値） 

 

（２）介護ロボットや ICT 機器の導入支援 

 ・地域医療介護総合確保基金事業補助金「介護施設等の大規模修繕の際にあわせて

行う介護ロボット・ＩＣＴの導入支援」を活用した事業所数 

  令和７年度目標値 ５事業所 
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４．目標の評価方法 

＜時点＞ 

 □ 中間見直しあり 

 ■ 実績評価のみ 

＜評価の方法＞ 

 ・法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

 ・その他の項目は自己評価を行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36



年度 令和７年度 

 

（実績評価） 

１．実施内容 

（１）処遇改善加算の要件周知 

 集団指導を通じた、処遇改善加算の要件周知の実施。令和８年３月２７日～４月１

０日の間、市 HP において、令和６年報酬改定の内容周知にあわせて処遇改善加算に

ついて周知した。 

 

（２）介護ロボットや ICT 機器の導入支援 

 鳥取市地域医療介護総合確保基金事業補助金を活用した事業を 1 法人（５事業所）

が計画されていたが、計画変更により取り止めとなった。 

 

２．自己評価結果 

（１）処遇改善加算の要件周知 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  アンケートが 39７事業者から回答があり、その内、内容が今後役に立つかの質

問に対して 333 事業者が「役に立つ」と回答（8４％） 

 

（２）介護ロボットや ICT 機器の導入支援 

 ・評価 【 △ 】 

 ・評価の理由 

  計画していたが、事業所の計画見直しにより中止となったため。 

 

３．課題と今後の取組 

（１）処遇改善加算の要件周知 

 今後も引続き、集団指導等を通じて、処遇改善加算の要件周知を行っていく。 

 

（２）介護ロボットや ICT 機器の導入支援 

 引き続き、鳥取市地域医療介護総合確保基金事業補助金により、介護ロボット及び

ICT 機器の導入を支援していく。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策目標⑨ 
介護保険サービスが適切に利用されている 

 

 

１．現状と課題 

（１）ケアプラン点検 

ケアプラン点検は国の介護給付の適正化における主要３事業のうちの１つに位置

付けられており、保険者に重点的な取り組みが求められている。本市においても、ケ

アプランの質の向上に努め、介護給付の適正化を図る必要がある。 

 

（２）運営指導 

 介護給付費等に要する費用の適正化を図るともに、利用者本位の質の高い介護サー

ビスが提供される必要がある。 

 

２．第９期における具体的な取組 

（１）ケアプラン点検 

利用者の自立支援につながる質の高い介護サービスが提供されるように点検を通し

てケアプランの質の向上に取り組む。 

 

（２）運営指導 

 介護サービス事業者に対して、集団指導や運営指導を通じて法令等の周知や運営に

関する指導を実施し、介護サービスの質の向上を図る。 

 

３．目標（事業内容、指標等） 

（１）ケアプラン点検 

 ・令和７年度目標値 ケアプラン数：４００件 

 

 

（２）運営指導 

 ・指導・監査実施要綱に基づき、介護サービス事業者等を対象として、当該年度間

に運営指導を実施した件数。 

  ※運営指導は６年に１回（施設系サービスは３年に１回）実施 

  令和７年度目標値（実績値） １５０件 
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４．目標の評価方法 

＜時点＞ 

 □ 中間見直しあり 

 ■ 実績評価のみ 

＜評価の方法＞ 

 ・法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

 ・その他の項目は自己評価を行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 
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年度 令和７年度 

 

（実績評価） 

１．実施内容 

（１）ケアプラン点検 

ケアプラン点検数：４０４件 

 

（２）運営指導 

 令和７年度実績値 １４８件 

 

２．自己評価結果 

（１）ケアプラン点検 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

 令和７年度はプランの質の向上に力を入れるため、ケアプランを作成した介護支援

専門員に対して、より丁寧に面談を行った 

（２）運営指導 

 ・評価 【 ○ 】 

 ・評価の理由 

  当初年度計画した事業者に対して、計画通り実施することができた。 

 

３．課題と今後の取組 

（１）ケアプラン点検 

 今後も介護支援専門員が２年に１度はケアプラン点検を受けられるよう、引き続き

取り組んでいく。 

（２）運営指導 

 国の「介護保険施設等指導方針」等の内容を踏まえ、サービスの質の確保及び保険

給付の適正化を引続き進めていく。（年間目標 200 件） 
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出典：厚生労働省予算資料

41

資料２



○ 保険者機能強化推進交付金に係る評価指標シート集計表

目標Ⅰ　持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする

（i）体制・取組指標群 （ii）活動指標群

鳥取市 16 /16 12 /16 16 /16 16 /16 6 /12 3 /12 0 /12 69 /100

【参考】同規模中
核市平均点

【参考】鳥取県内
市町村平均点

鳥取市 16 /16 12 /16 16 /16 16 /16 6 /12 3 /12 0 /12 69 /100

【参考】鳥取県内
市町村平均点 5.378.00

4.89 4.42 0.00 61.05

Ｒ07

14.95 13.26 14.47 9.05

14.74

項目

①地域の介護保険事
業の特徴

②事業計画の進捗状
況

③施策の実施状況の
把握・改善

①今年度の評価点
②後期高齢者と給付

費の伸び率比較
③PFS委託事業数 合計①④評価結果の活用

14.91 13.45 14.73 9.09 7.09 6.27 0.55 66.09

0.00
Ｒ06

12.63 59.8913.63 5.53

目標Ⅱ　公正・公平な給付を行う体制を構築する

（i）体制・取組指標群 （ii）活動指標群

鳥取市 32 /32 36 /36 16 /16 16 /16 100 /100

【参考】同規模中
核市平均点

【参考】鳥取県内
市町村平均点

鳥取市 32 /32 36 /36 16 /16 0 /16 84 /100

【参考】鳥取県内
市町村平均点

Ｒ07

項目

①給付費適正化方策
の策定状況

②給付費適正化事業
の取組状況

①ケアプラン点検の
実施状況

②医療情報との突合
の実施状況

合計②

24.00 22.95 9.89 10.11 66.95

Ｒ06

21.47 20.95 9.89 8.63 60.95

27.64 34.36 7.27 14.55 78.73

※平均点の合計は、端数処理の関係で一致しない場合
あり（以下同じ）

※同規模中核市平均点は、中核市のうち人口25万人
以下である11市の平均点（以下同じ）
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○ 保険者機能強化推進交付金に係る評価指標シート集計表（前ページからの続き）

目標Ⅲ　介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する

（i）体制・取組指標群 （ii）活動指標群

鳥取市 12 /30 24 /34 3 /12 0 /12 9 /12 48 /100

【参考】同規模中
核市平均点

【参考】鳥取県内
市町村平均点

鳥取市 6 /30 24 /34 0 /12 0 /12 3 /12 33 /100

【参考】鳥取県内
市町村平均点

23.45 26.55 3.27 3.00

11.05 19.05 1.89 1.42 3.95

①介護人材の確保・
定着の取組状況

②庁内・庁外におけ
る連携体制

①介護の仕事の魅力
に関する研修の実施

状況

②介護人材の定着・
資質向上に関係する

研修の実施状況

項目

Ｒ06

3.63 44.37

37.37

③介護支援専門員に
対する研修の実施状

況
合計③

4.91 61.18Ｒ07

12.95 22.42 3.79 1.58

目標Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む

　成果指標群

鳥取市 10 /20 5 /20 0 /20 10 /20 10 /20 35 /100 252 /400

【参考】同規模中
核市平均点

【参考】鳥取県内
市町村平均点

鳥取市 10 /20 10 /20 10 /20 5 /20 5 /20 40 /100 226 /400

【参考】鳥取県内
市町村平均点

Ｒ06

9.74 6.58 11.05 5.79

11.82 49.55

合計
（①+②+③+④）

評価指標による
交付金配分額

（千円）

12,627

255.55

項目
①短期的な要介護度
の変化（要介護1・

2）

②長期的な要介護度
の変化（要介護1・

2）

③短期的な要介護度
の変化（要介護3～

5）

④長期的な要介護度
の変化（要介護3～

5）

⑤健康寿命延伸の状
況

13.42 42.89

11.58 44.74

12,627

202.95

合計④

9.09 8.64 9.09 10.91Ｒ07

6.58 8.68 8.16 6.05 215.26
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○ 介護保険保険者努力支援交付金に係る評価指標シート集計表

目標Ⅰ　介護予防/日常生活支援を推進する

（i）体制・取組指標群

鳥取市 1 /6 3 /9 7 /7 7 /7 6 /7 3 /9 0 /7

【参考】同規模中
核市平均点

【参考】鳥取県内
市町村平均点

鳥取市 1 /6 3 /9 7 /7 3 /7 2 /7 1 /9 0 /7

【参考】鳥取県内
市町村平均点

項目

①データを活用した
課題の把握

②アウトリーチ等の
取組状況

③介護予防等と保健
事業の一体的実施

④通いの場参加者の
健康状態の把握・分

析

⑤地域リハビリテー
ションの推進

⑥介護予防・生活支
援の体制整備

⑦多様なサービスの
活用推進

4.63 6.42 6.32 5.89

Ｒ06

4.21 5.42 5.84 5.26

4.84 7.11 2.95

5.89 2.794.21

4.91 3.91 6.45 4.91 5.91 7.00 4.45Ｒ07

目標Ⅰ　介護予防/日常生活支援を推進する

（ii）活動指標群

鳥取市 1 /4 7 /12 1 /4 2 /8 1 /4 1 /4 0 /4 4 /4 1 /4 45 /100

【参考】同規模中
核市平均点

【参考】鳥取県内
市町村平均点

鳥取市 2 /4 0 /12 2 /4 4 /8 1 /4 0 /4 1 /4 1 /4 1 /4 29 /100

【参考】鳥取県内
市町村平均点

項目
①地域包括支援セン
ター３職種の配置状

況

②地域包括支援セン
ター事業評価の達成

状況

③個別事例の検討割
合

④通いの場への参加
率

⑤ポイント事業への
参加率

Ｒ06

2.16 5.42 1.95 3.95

合計①

61.21

55.89

⑧生活支援コーディ
ネーターの地域ケア
会議への参加割合

⑨多様なサービスの
実施状況

0.84 2.00 3.05 1.74

0.95 2.00

Ｒ07

⑥心身・認知機能維
持・改善者の割合

⑦生活支援コーディ
ネーター数

1.21

1.58

0.73 7.73 1.09 2.82 0.73 1.36 0.64

2.05 6.11 2.00 3.68

57.00

2.58 2.05

2.45 1.91

目標Ⅱ　認知症総合支援を推進する

（i）体制・取組指標群 （ii）活動指標群

鳥取市 15 /25 9 /19 10 /20 3 /12 0 /12 12 /12 49 /100

【参考】同規模中
核市平均点

【参考】鳥取県内
市町村平均点

鳥取市 15 /25 14 /19 20 /20 6 /12 0 /12 12 /12 67 /100

【参考】鳥取県内
市町村平均点 59.74

項目

②早期診断・早期対
応の体制構築

①認知症サポーター
数

①認知症サポーター
等を活用した地域支

援体制の構築

※認知症初期集中支
援チームの活動状況

14.47

③難聴高齢者の早期
発見・早期介入

②認知症サポーター
ステップアップ研修

修了者数

③認知症地域支援推
進員の業務の状況

7.74

合計②

0.47 8.53 55.21

16.8412.37

7.89

15.37

Ｒ07

16.11

7.42 0.00

7.74

Ｒ06

16.36 16.73 5.00 3.27 3.27 8.73 53.36
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○ 介護保険保険者努力支援交付金に係る評価指標シート集計表（前ページからの続き）

目標Ⅲ　在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する

（i）体制・取組指標群 （ii）活動指標群

鳥取市 26 /26 21 /21 21 /21 8 /16 8 /16 84 /100

【参考】同規模中
核市平均点

【参考】鳥取県内
市町村平均点

鳥取市 26 /26 21 /21 21 /21 8 /16 12 /16 88 /100

【参考】鳥取県内
市町村平均点

Ｒ06

19.16 19.63 20.21 10.95 5.47 75.42

項目
①在宅医療・介護連
携に関する課題・対

応策の検討

②在宅医療・介護連
携の具体的取組状況

③医療・介護関係者
間の情報共有

①入退院支援の実施
状況

②人生の最終段階に
おける支援の実施状

況

Ｒ07

19.42 21.00 21.00 11.26 5.26 77.95

23.18 20.36 20.09 7.27

合計③

8.36 79.27

目標Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む

　成果指標群

鳥取市 10 /40 5 /20 0 /40 10 /20 10 /40 35 /100 213 /400

【参考】同規模中
核市平均点

【参考】鳥取県内
市町村平均点

鳥取市 10 /40 10 /20 10 /40 5 /20 5 /40 40 /100 224 /400

【参考】鳥取県内
市町村平均点

Ｒ06

9.74 6.58 11.05 5.79 11.58 44.74

項目
①短期的な要介護度
の変化（要介護1・

2）

②長期的な要介護度
の変化（要介護1・

2）

③短期的な要介護度
の変化（要介護3～

5）

④長期的な要介護度
の変化（要介護3～

5）

⑤健康寿命延伸の状
況

Ｒ07

6.58 8.68 8.16 6.05 13.42 42.89

9.09 8.64 9.09 10.91 11.82 49.55

合計
（①+②+③+④）

合計④

評価指標による
交付金配分額

239.18

237.26

235.79

25,538

25,011
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